
１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

427,501 95.70 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 130.38 420,619 97.55 425,105 95.25

0 0 0 0

0 0 0 0

13,614 -129 -1,005 -431

0

13,614 -129 -1,005 -431

36,876 36,668

0 0 0

36,404

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

4.00 0.00 4.00 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

2,029 2,178 1,791 1,877

0

人件費合計（①＋②＋③） 38,189 38,582 38,667 38,545

41,516

事業費（支出済額－②報酬合計） 3,039 3,016 3,056 2,971

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 4.00 0.00 4.00 0.00

①職員給与合計（常勤） 36,160

合計 4.00
一般財源 2,971　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

54,842 41,469 40,718 41,085

41,228 41,598 41,723

0

正規職員等 4.00
2,971 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　）

2,971
千円

2,971　千円 印刷製本費

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

需用費

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

□

118 課等

根拠法令等

事業実施内容

共用印刷物品を一括管理し，各課からの請求を毎月とりまとめて必要な帳票を交付するとともに，不足帳票
の一括発注を行い，効率的な在庫管理と経費の削減を図った。

年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

　庁内各課が事務執行に要する封筒，はがき，納付書用紙等の共用印刷物品の一括管理。

対象 ４．その他 庁内各課等

電話 2361

事業開始年度 不明 年度 終了（予定）年度 未定

細目 004 説明 03 課等の長 石塚　義之款 02 項 01 目 01

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 庁内共通帳票等印刷費 担
当
課

部課名 財務部契約課

予算科目コード 会計 01
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

部名 財務部 氏名 松崎　正一郎 確認日 2019/9/1

1 1

7 物件購入契約の執行 無 無 1 1

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

評
価

全庁的に利用する印刷物品等を取りまとめ，一括購入をすることにより，適切な在庫管理及び経費の縮減が図られて
いる。

今
後
の
方
針

　現状維持
全庁的に利用する印刷物品等については，今後も一括管理・一括発注を継続し，適切な在庫管理及びコスト縮減に努
めていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

3 物件購入契約の総括 無 無 1 1

9 購入物品の検収 無 無

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

適切な時期に過不足なく発注の依頼を行うよう，引き続き庁内各課に依頼していく。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

全庁的な印刷物品の使用量に左右されるため，数値目標等による縮減等にそぐわ
ない業務であるため，指標名の設定ができない。

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

各課担当からの適切な時期・量の発注依頼の実施。

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位
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１．事業概要

直接実施

委託・指定管理 （ : ）

（ : ）

補助金・負担金 （ : ）

その他 （ ）

２．歳出支出済額及び財源内訳

事業費節別財源内訳

４．コスト分析

行政費用 A

(1)現金を伴う支出　　 （千円）

(2)現金を伴わない支出 （千円）

①減価償却費

②退職給与引当金繰入額

③不納欠損額

④その他 ( )

427,501 200.86 429,317市民１人あたりの負担額  A/人口　（円） 260.97 420,619 241.06 425,105 192.98

0 0 0 0

0 0 0 0

21,273 2,326 -4,879 -647

0

21,273 2,326 -4,879 -647

55,314 55,002

0 0 0

63,707

③退職金相当額

②報酬合計（非常勤） 0 0 0 0

6.00 0.00 6.00 0.00

参考：正規職員平均給与 9,040 9,101 9,219 9,167

3,170 3,811 2,686 2,815

0

人件費合計（①＋②＋③） 59,670 67,518 58,000 57,817

86,880

事業費（支出済額－②報酬合計） 28,828 32,633 29,377 29,063

償還金利子 0 0

職員数 （常勤｜非常勤） 6.25 0.00 7.00 0.00

①職員給与合計（常勤） 56,500

合計 6.00
一般財源 29,063　千円 ※正規職員等＝正規職員＋再任用職員（短時以外）

＋任期付職員（短時以外）＋常勤嘱託職員

コ
ス
ト

　年　度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

支
出

109,771 102,477 82,498 86,233

88,498 100,151 87,377

0

正規職員等 6.00
29,063 国庫支出金 再任用短時・任期付短時職員 0.00

財
源
内
訳

H30年度
支出済額

費　　目 支出済額　（千円） ３．この事務事業に関わる職員数（任用形態別人工数）

分担金・負担金 平成30年度
使用料・手数料

千円 県支出金 非常勤職員 0.00
その他 （　　　　　　　　　　　）

29,063 使用料及び賃借料 7,464　千円 契約管理システム使用料等

千円 負担金補助及び交付金 20,135　千円 かながわ電子入札共同システム運営費等

349　千円 事業費賃金

需用費 956　千円 消耗品等

その他 159　千円 優良工事表彰報償費等

かながわ電子入札共同システム運営費等

□

歳
　
　
　
出

H30年度
支出済額

事業費節別内訳

費　　目 支出済額　（千円） 主な事業内容

賃金

事業実施
手法

(該当する
もの全てに
チェック）

■

□

■ 負 担 金

429,317 人

根拠法令等

事業実施内容

電子入札システムの活用等により入札，契約事務の公平性，透明性を高めるとともに，庁内におけるコンプ
ライアンスの遵守に基づき，契約事務を適正かつ効率的に執行した。

年度 事業の性質 任意自治事務

事業概要

　工事請負契約，委託契約及び物件購入契約に係る入札及び契約事務の執行。

対象 １．個人 市民

電話 2361

事業開始年度 不明 年度 終了（予定）年度 未定

細目 005 説明 01 課等の長 石塚　義之款 02 項 01 目 01

藤沢市　令和元年度事務事業評価シート簡易版（平成30年度分）

事務事業名 契約事務費 担
当
課

部課名 財務部契約課

予算科目コード 会計 01
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実績１単位あたりの総費用 A/実績　（円）

５．事務事業を進めていくうえでの課題と課題解決の取組

６．事務事業の評価と今後の方針

事業の方向性

７．事務事業の執行にあたって参照する業務記述書

８．部長確認欄

※リスク分類Ⅰ・・・市民等外部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は対象者10％未満，レベル２は10％以上30％未満，レベル３は30％以上。
※リスク分類Ⅱ・・・組織内部へ影響を及ぼす度合い。リスクレベル１は課内への影響，レベル２は部内への影響，レベル３は他部又は全庁への影響。

部名 財務部 氏名 松崎　正一郎 確認日 2019/6/12

9 購入物品の検収 無 無 1 1

8 指名競争入札参加資格者の認定及び登録 無 無 1 1

7 物件購入契約の執行 無 無 1 1

6
委託契約(調査，測量，設計及び設計工事に係
るものに限る。)の執行 無 無 1 1

1 1

2 委託契約の総括 無 無 1 1

5 工事請負契約の執行 無 無 1 1

4 業務委託契約等の総合調整 無 無 1 1

評
価

適正な事務執行についてはマニュアル等を変更し，コンプライアンス遵守の意識付けを行った。入札事務においては
電子入札システムの利用等により，公正性・透明性の高い入札・契約事務の執行がなされた。

今
後
の
方
針

　現状維持
入札契約事務におけるコストの縮減及び公正性・透明性の確保を図るため，今後も電子入札システムの利用等を継続
し適切な事務執行を図る。
契約事務においては早期かつ計画的な発注が，公正公平であること，透明性や競争性を保つための要因の一つと考
え，今後も庁内全体に対して，継続して意識付けを図っていく。

業務記
述書№ 具体的業務の名称

業務見直しの視点等
新たな委託（一
部含む）の可能
性

業務効率改善
の可能性

リスク分類Ｉ リスク分類Ⅱ

1 工事請負契約の総括 無 無 1 1

3 物件購入契約の総括 無 無

(2)
(1)解決のため
の今後の取組

これまでの取組を継続するとともに，関係各課と連携し工事予定表に基づく計画的な工事発注を進め
る。契約事務に係るマニュアル等の更新等を行っていく。

- - - -
※1 職員数・・・〔常勤〕一般職員，再任用職員，任期付職員，嘱託職員　〔非常勤〕月額報酬の非常勤職員（一部日額報酬の非常勤職員を含む）
※2 人件費・・・〔常勤〕任用形態別の平均給与に人工数を乗じ算出　〔非常勤〕月額報酬（一部日額報酬を含む）の年度合計額
※3 退職金相当額・・・年度内に発生した退職金総額を年度当初一般職員数で除し，事業に従事する一般職員数を乗じたもの

単位
-

単位

数値で表せない効果又は上記指標名の
設定ができない理由

公正公平な契約事務，コンプライアンスの遵守についての取組は数値設定にそぐ
わないため，指標名の設定ができない。

実
績

-
単位

-
単位

-

(1)
平成30年度末時

点の課題

公正公平な契約事務，コンプライアンスの遵守についての取組の継続。特に不適切な事務執行が相次
いだことから，より分かりやすい契約事務に関するマニュアルなどの作成，早期発注・計画的な発注
を促していく。

成
果
実
績

指
標
名

-

目
標

-
単位

-
単位

-
単位

-
単位
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